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―刑訴法 316 条の 32 の解釈をめぐって―
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 （1）　刑事訴訟法 316 条の 32 の意義
 （2）　刑事訴訟法 316 条の 32 の法的性格
 （3）　判例の展開
 （4）　証拠請求制限の課題























本稿は，まず，刑訴法 316 条の 32 の意義を，公判前整理手続論の観点か




II　刑事訴訟法 316 条の 32 の法的構造

























































（2）　刑事訴訟法 316 条の 32 の法的性格























































て，基本的には，刑訴法 316 条の 32 における「やむを得ない事由」とほぼ
同価値のものと見られていると言ってよいであろう。











































判決が宣告された。控訴審は，刑訴法 316 条の 32 の「やむを得ない事由」



















法 316 条の 32 第 1 項の『やむを得ない事由』があるものと解すべきであっ
て……」とした。そして，「公判前整理手続を実施した事件における弾劾証













































































































平成 21 年 12 月 17 日判決28）は， 主張制限効が 316 条の 32 から認められない
と指摘している。そして，次章で詳細に分析する最高裁平成 27 年 5 月 25 日




























295 条 1 項
主張制限
1項 1. 不知
2. 物理的不能　判例 3.  6.  11.





















































































点では，すでに前章で検討したように，まず 316 条の 32 においては，主張
制限は含まれないという解釈が，立法趣旨及び判例法理の展開から固まりつ








よって同日午後 5時 55 分頃，同人から現金 5000 円の交付を受けた』旨の詐
欺の公訴事実」（公訴事実①）で起訴された。また，被告人は，平成 24 年 5 月
（公訴事実②）と 7 月（公訴事実③）に，「同種詐欺 2 件につき公訴を提起され」
た。このいわゆる「当たり屋」行為について，「公判前整理手続中，本件公
訴事実につき，弁護人は，公判期日でする予定の主張として，犯人性を否認
し，『被告人は，平成 23 年 8 月頃，和歌山県内へ行ったが，それ以来，平成













等を制限した」という事態に至った。また，最終陳述でも，「『平成 24 年 4






このように第一審では，上記 3 つの詐欺行為（4 月，5 月，7 月）のうち，4

























































は弁護人は，刑訴法 316 条の 17 第 1 項所定の主張明示義務を負うのである
から，公判期日においてすることを予定している主張があるにもかかわら
ず，これを明示しないということは許されない」として，刑訴法 316 条の
17 第 1 項による主張明示義務と，公判前整理手続の実施における「協力義
務」を明言した。そして，① 「新たな主張に係る事項の重要性等も踏まえた
上で，公判期日でその具体的内容に関する質問や被告人の供述が，刑訴法
295 条 1 項により制限されることがあり得る」として，主張制限の可能性を















は，① 刑訴法 295 条 1 項において，訴訟指揮による上記可能性を示したと
いうこと，② 刑訴法 316 条の 32 における主張制限の可能性を前提としてい
ないということが言えよう。しかし，この結論からすると，当事者の主張制
限（刑訴法 295 条 1 項）がなされる場合とは，どのような場合と理解されるべ
きか（課題 1），仮に可能だとして，そもそも，最高裁が明示する主張明示義
務（刑訴法 316 条の 17 第 1 項）における違反とは，どのような場合と理解され
るべきなのか（課題 2），という大きく分けて 2 つの論点が浮上することにな
ろう。まずは，前者について，考察していきたい。






















4 4 4 4 4 4 4 4
事柄であれば，それは 295 条 1 項に該当する
場面と言えるわけであって，295 条 1 項と 315 条の 17 とが，もともと制度
の枠組みとして連動しているわけではないのである。結果として，主張制限
が 295 条 1 項に該当する可能性があることは否定できないものの，それはあ














































































































































































本稿では，公判前整理手続の手続的性格から，刑訴法 316 条の 32 の法的
構造と，刑訴法 295 条 1 項の主張制限をめぐる最高裁決定の意義を中心に，
検討を進めてきた。その結論をまとめると次の通りとなる。
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（2015 年）。
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25）　東京高判平成 23・12・26 東高刑時報 62・1＝12・155。
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32）　石田倫識「被告人の主張明示義務違反と訴訟指揮権による主張制限の可否」法学






人質問等を刑訴法 295 条 1 項により制限することはできないとされた事例」刑事法




否」法学教室・判例セレクト 2015 ［Ⅱ］・44 頁（2016 年）。なお，角田正紀「公判
前整理手続で明示された主張内容を更に具体化する被告人質問等を制限することの
















告人質問等を刑訴法 295 条 1 項により制限することはできないとされた事例」判例
評論 687 号 29 頁（2016 年）は，決定の要件を満たし，新主張を制限することは，
「伝家の宝刀を抜くがごとく，事実上は局限される」（同・32 頁）と指摘する。
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〔付 記〕　本研究は，2013～2015 年度科学研究費補助金・基盤研究（C）「刑事訴訟
における証拠の関連性に関する手続構造の基礎的研究」（課題番号 25380092，研
究代表者・岡田悦典）の研究成果の一部である。
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